
住宅熱損失防止（省エネ）改修工事固定資産税減額申告書

令和 年 月 日

八 女 市 長

申告者（納税義務者との続柄 ）

住 所

（自署）

氏 名

電話番号

※法人の場合は記名押印してください。

地方税法附則第１５条の９第９項及び１０項（住宅熱損失防止改修に伴う固定資産税の減額）の適用を受け

るため、市税条例附則第１０条の２第８項の規定により添付書類を添えて申告します。

添 付 書 類

① 建築士等の発行する熱損失防止改修工事証明書

② 領収書の写し（改修工事費用を確認できるもの）

③ 改修工事の明細書の写し、改修工事箇所の図面・写真(改修前・改修後)

納税義務者
住 所

氏 名

家屋の内訳

所 在 地 八女市 家屋番号 番

構 造 木 造 その他（ ） 種類・用途

床 面 積 ㎡ （うち居住の用に供する部分 ㎡）

建築年月日 年 月 日 登記年月日 年 月 日

改修工事

内 容

改 修 工 事 が 完 了 し た 日 平成 年 月 日

熱損失防止改修工事に要した費用 円

改修工事の内容該当する□にレ印を記入してください。

□ 窓の断熱性を高める改修工事 □ 床の断熱性を高める改修工事

□ 天井の断熱性を高める改修工事 □ 壁の断熱性を高める改修工事

本申告書を３カ月以内に

提出できなかった理由

事 務 処 理 欄

□ 減額申告は適合

□ 減額申告は不適合

課 長 係 長 係 事務処理 受 付 印

／

※工事完了日から３カ月以内に申告書を提出できなかった場合のみ記入



熱 損 失 防 止 改 修 工 事 証 明 書

上記の工事が地方税法附則第１５条の９第９項に規定する熱損失防止改修工事に該当することを証明します。

平成 年 月 日

証明申請者
住 所

氏 名

家屋番号及び所在地

工
事
の
種
別
及
び
内
容

必 須 と な る 改 修 工 事 窓の断熱性を高める改修工事

上記と併せて行った改修工事

１ 天井等の断熱性を高める改修工事

２ 壁の断熱性を高める改修工事

３ 床等の断熱性を高める改修工事

工
事
の
内
容

熱損失防止改修工事を含む工事の費用の額（全体工事費） 円

上記のうち熱損失防止改修工事の費用の額 円

証明を行った建

築士、指定確認

検査機関又は登

録住宅性能評価

機関

氏名又は名称

住 所

一級建築士、二級建

築士又は木造建築

士の別

登 録 番 号

登録を受けた都道府県名

（二級建築士又は木造建築士

の場合）

指定確認検査機関

又は登録住宅性能

評価機関の場合

指定・登録年月日及び

指定・登録番号

指定・登録をした者

建築士が証明を

行った場合の当

該建築士の属す

る建築士事務所

名 称

所 在 地

一級建築士事務所、二級建築士事務所又は

木造建築士事務所の別

登録年月日及び登録番号

指定確認検査機

関が証明を行っ

た場合の調査を

行った建築士又

は建築基準適合

判定資格者

氏 名

住 所

建築士

の場合

一級建築士、

二級建築士

又は木造建

築士の別

登 録 番 号

登録を受けた都道府県名

(二級建築士又は木造建築士

の場合）

建築基準適合判定資格者の場合 登 録 番 号

登録を受けた地方整備局等名

登録住宅性能評

価機関が証明を

行った場合の調

査を行った建築

士又は建築基準

適合判定資格者

検定合格者

氏 名

住 所

建築士

の場合

一級建築士、

二級建築士

又は木造建

築士の別

登 録 番 号

登録を受けた都道府県名

(二級建築士又は木造建築士

の場合）

建築基準適合判定 合格通知日付又は合格証書日付

資格者の場合 合格通知番号又は合格証書番号


